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1．はじめに

　明治以降の日本では，学校教育が近代的職業世界のキャリア形成に重要な

役割を果たしてきた。このことは，教育学や社会学なども含めた様々な分野

から研究が積み重ねられてきている。また，この分野における経営史関連の

研究では，学校教育の有無が企業における経営者の選抜や社員の雇用の基準

と化していくプロセスの分析が主であり，当時の大企業における学卒内部昇

進者の，経営者層としての経営掌握と関連付けられることが多い 1）。このこ

とは同時に，明治以降官立・私立を問わず設立された実学系統の専門学校や

高等商業学校，帝国大学などが実業界への人材供給源として一定の役割を

担ったことを示唆する。加えて，徒弟奉公を出発点とする商家の雇用形態と

は異なる，近代的経営組織を備え学卒者を雇用する企業の世界の新たな出現
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が，商工業の人材養成にも影響を与えたことを意味している。雇用の世界に

おける変化と移行は，経営者など企業エリート層以外の職員層を対象とした

研究によっても，豊富な資料を元にさらに実証が重ねられている 2）。さらに，

いわゆる近代企業以外の商家使用人の事例でも，工業化の進展に伴い雇用形

態の変化と学卒者の浸透が見られると結論付ける研究は少なくない 3）。

　このように，近代的学校制度が企業組織や雇用形態に与えた影響はある意

味自明のものとされている。それは，教育史や教育社会学など他の学術領域

の研究で指摘されるように，明治期以降の学歴主義の急激な浸透，そして立

身出世主義との結びつきが，階層を越えた広がりを見せたことを示す 4）。だ

が他方では，近代学校制度の下で育成された人材はこの時期少数派でもある。

特に 20 世紀初頭までは高等教育機関の設立は東京など一部の都市圏に留ま

り，学費負担などの経済的な理由からも進学者は社会階層上の頂点層に限ら

れていた 5）。そのことは学校教育によらない教養やキャリアの形成もまた，

少なからぬ役割を果たしていたことをも窺わせる 6）。これらの諸要因を考慮

に入れると，企業で学卒者の雇用が急増した転換点とされる 1910 年代頃ま

では，企業家や商人の教育歴形成には多様性があった可能性も指摘できる。

　加えて，当時のヨーロッパとの比較を試みると，そこにはまた別の姿が浮

かび上がる。19 世紀末の欧米では，企業組織の階層構造化や事業活動の拡

大などに加えて，高等教育機関での経営学教育の確立が雇用形態にも大きな

影響を与え始めていた 7）。従って企業にとって学卒者雇用の重要性を認識し

始めた時期は，工業化や発展段階の差と関係なく日本と欧米とでほぼ重なり

合っているともいえる。他方で，高等教育機関を頂点とする教育システムの

整備が近代化と同一視される日本とは異なり，ヨーロッパでは大学が貴族

や地主に代表される伝統的エリート層の文化面での牙城として機能してき

た 8）。このことはヨーロッパの企業エリート層研究にも大きな影響を与えて

いる。それは，高等教育機関への進学は企業家など経済エリート層が既存上

流階級の価値観と同一化する一大要因であり，企業家精神の衰退とも密接に

関わったとする指摘があるからに他ならない 9）。
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　例えばイギリスでは，一方ではパブリック・スクールやオックスブリッジ

などイギリスにおける特権的教育機関が，時代を経るにつれてエリート層全

般の供給源としての役割を低下させ，それに伴い企業内部で能力主義的な選

抜が定着したとする研究上の解釈がある 10）。その一方で，特権的教育機関

が企業エリート層のための重要なキャリア形成ルートとなっていることを指

摘し，その結果社会的流動性は低下し選抜の不平等性はかえって強化された

ことを示唆する研究もある 11）。

　教育と能力主義との関係は，ドイツにおいてもまた企業エリート層研究に

おいて長年議論の中心となったテーマの一つである。それは，近代以降に形

成された中等教育制度に始まる独自の複線型教育システムの影響に関する分

析とも関連する。一方で，企業家層が実務教育系の学校を選択する傾向があっ

たと主張する議論が存在する 12）。また，他方で一定の社会階層以上の出身

者である場合古典教育主軸のギムナジウム出身者が多数派を構成するという

指摘もなされており，同様の傾向は富裕企業家層や企業エリート層の分析で

も示されている 13）。

　上で簡潔に示したようにヨーロッパにおける企業エリート層の教育歴分析

は，歴史的経緯や文化社会的要因の影響が，特定階層以外の出身者が高等教

育機関へと進学する際，参入障壁としても機能したことを示唆する。このこ

とは同時に比較による考察によって，日本の経済エリート層の教育歴分析に

関して新たな知見が見出される可能性をも提示する。

　本稿では，近代日本の企業家・商人層の中でも，富裕層を対象に教育歴の

詳細な考察を試みる。ここでは数多くある課題の中でも，幾つかに焦点を絞っ

て検討していくこととしたい。まず，希少性により教育機関へのアクセス機

会が限定され，学費や生活費の負担が今日以上に進学への制約用件として機

能した時代における，富裕層内部の急激な学歴主義の浸透の有無を追求する

ことが第一の目的となる。そして第二の目的としては，教育歴に関する多様

性の有無を進学や就学などに関するパターンの分析を通じて見出すことにあ

る。それは，必然的に経済エリート層にとっての学歴の意味と役割について
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の考察を伴う。また，ヨーロッパとの比較分析を通じて日本との類似点や差

異点を見出すとことも一つの課題となる。

2．分析対象と資料

　本稿での分析に当って，まず対象となるサンプルと検討の素材としての史

料の提示が必要となる。しかしながら，同時にサンプル抽出に当り，情報収

集に際して使用する文献や資料の信憑性など，幾つかの問題点も指摘しなく

てはならない。

　本稿は，近代日本の経済エリート層の富裕層を対象としている。それは知

名度などの理由から，一次資料や事典，伝記類などの二次文献から教育歴に

関する情報を比較的得やすいことが大きい。加えて，ヨーロッパのケースで

は先に指摘したように企業家・商人層の中でも富裕層を対象とした業績が多

いため，比較考察を行う際の条件として可能な限りの対象の絞込みを必要と

するためでもある。

　サンプルの抽出に際して依拠した史料は，1916 年に時事新報社から出版

された「全国五十万円以上資産家表」（以下「資産家表」と表示）である 14）。

この資産家表は，個人の推定資産額を公表した最初の資料としても知られて

いる 15）。無論，民間調査に基づく資料でもあり，資産推定上の問題がある

ことは否定できない 16）。しかし，その一方で，税務資料などと付き合わせ

て検討した場合，資産家表がかなりの精度で当時の富裕層を把握していたこ

とも判明する 17）。同時に，他の公的資料の情報からも資産家表の情報が資

産額推定に利用されていたことを窺わせるケースもある 18）。また仮にこの

ような民間作成の資料に依拠せず，税務資料など公的資料を使用してサンプ

ル抽出上の問題の解決を試みようとすれば，別の問題点が浮上する。例え

ば 1920 年の所得税法改正まで，企業からの配当収入は課税対象ではなかっ

た 19）。このため，所得税情報などの税務データに依拠した場合，配当収入

が多い人物がサンプルから除外されてしまう可能性が高い 20）。加えて，他
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の史料から，家族内で財産の名義分与などを行っているケースが判明するこ

ともある 21）。また養子縁組などの関係により，一家の全財産が家督相続者

に受け継がれていないケースなども存在する 22）。これらを考慮に入れると，

税務資料など公的資料のみを利用して本稿が対象とするサンプル，つまり富

裕層と定義される人物を抽出することは困難である。また，本稿は教育歴の

分析が主内容である以上，「資産家表」を利用したサンプルの抽出にも一定

の合理性もあるものと思われる。

　他方，「資産家表」に掲載されている推定資産額以外の個人情報は居住地・

人名及び職業に限定される。従って教育歴の調査には他の史料が必要となる。

しかし，二次資料などに記載される情報の信憑性も問題となる。「人事興信録」

などの事典類は，学歴などを含めた個人情報についての記述もあるものの，

各版によって情報が異なるなど情報の信頼性の問題も指摘できる 23）。無論，

二次資料の中にも学歴情報に関して相当精度の高い文献が存在するが，情報

の把握できる人物は限定される 24）。加えて，特に進学先を卒業したか否に

ついての曖昧な表現が文献で目立つことが多い 25）。このため，学歴情報に

関しては正確な情報が把握可能な資料との照合が必要になる。

　専門学校や大学等の高等教育機関卒業者であれば，学校要覧・便覧などの

出版物，また帝国大学であれば学士院名簿などを利用した情報の把握が可能

である。ただし，これらは卒業年次別の卒業生名簿でもあるため，中途退学

者や課程修了者などの把握は難しい 26）。加えて別の史料と照合すると，本

来卒業していないものの後に学位を認許されたケースも存在する 27）。本稿

ではこのような問題に対処するため，二次史料や自伝類のみならず贈位偉勲

褒章関係の公文書を使って学歴情報の確認を図る。調査対象である経済エ

リート層は，寄付行為や事業面での経済的貢献から政府から褒章，勲章ある

いは位記などを授与されるケースが多く，これらの公文書からの情報収集は

比較的容易である。サンプル中相当数の人物の学歴情報は，史料中の履歴書

などからも収集されている 28）。また，多額納税者枠から貴族院議員に選出

されるサンプルも少なくないため。議員経験者の「貴族院多額納税者議員資
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格表」（以下「資格表」と省略）なども情報源として使われる 29）。当選後作

成されたこの文書は，推定資産額や政治信条の傾向，公職経験などの履歴情

報が記載されている 30）。加えて，漢塾・私塾なども含めて教育歴を持つ人

物は，「資格表」で教育情報が記述されている 31）。本稿での分析の多くは，

これらの公文書から収集された学歴情報にも依拠している。

　これら史料の利点として，次のようなことが指摘できる。それは，添付さ

れている履歴書や内申書などを利用すれば，「資産家表」から抽出したサン

プルが富裕層であるということを別の形で確認することも可能なことにあ

る。叙位，叙勲や褒章下賜の公文書には公共に対する寄付金額データも記述

されている。このことは，寄付行為が授与に際する一基準となっていたこと

を示唆する。事実，勲章や位記を受けたサンプルは，多くが数万円，数十万

円規模の多額の寄付を行なっている。加えて，調査対象のサンプルの大半が

下賜された褒章，大正期に創出された紺綬褒章は，一万円以上の公共寄付が

授与の評価基準となっている 32）。そのため，サンプルに対する位記や褒章

の授与は，サンプルが富裕層であることを示す一つの証拠ともなりえる。ま

た同時に「資産家表」からサンプルを抽出する上での問題点，つまり資産推

定の信憑性を一定程度解決する上で，これらの史料が役立つことも示唆して

いる。

　本稿では史料や文献などから収集された教育情報を元に分析が行われる

が，調査対象の人物は「資産家表」において百万円以上の資産保有者と推定

される経済エリート層である。百万円以上の人物に限定した最大の理由は，

「資産家表」に掲載されている全人物が千人単位であり，これら全ての学歴

調査を実施することが極めて困難であるためである 33）。また，「資産家表」

では華族や地主などの人物も含まれるが，これらの人々は本稿では調査対象

人物から除外されている 34）。従って，「資産家表」中の商人や企業家，ある

いは会社重役などを対象として，分析と考察が行われることとなる。
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3．全般的特徴と比較考察

（1）日本のケース

　この節では，経済エリート層の教育歴についての傾向と特徴について，比

較の視点を交えながら考察を行う。まず，調査対象人物中で教育歴情報が把

握可能な人物の割合について述べるが，近代教育制度が成立する以前の寺子

屋や私塾など前近代教育機関も含めて総計 45.8％が何らかの教育歴を持つ人

物である。また，出生年代別に教育歴情報が確認可能なサンプルを 1860 年

以前，1860 － 80 年，1880 － 1900 年と区分して調査対象人物中に占める割

合を見ると，1860 年以前出生者の場合確認可能な事例は 32.6％と 3 割程度

に留まる。しかし次の区分では 49.3％，さらにその次では 66.7％と数値が上

昇しており，近代学校制度の整備に伴う教育歴の大きな変化をこの結果が示

しているとする推測も成り立ちうる 35）。加えて，富裕企業家層を対象とし

たヨーロッパの研究でも，例えばドイツのケースで教育歴が確認できる人物

が全体の 40％程度に留まることを考慮に入れると，他の国と比較して日本

に際立った格差が見られたわけではない 36）。しかしながらこの結果は，他

方で見るべき学歴なく奉公などの実地修行を経て成功を収めた人物が日本で

も少なからず存在したことをも窺わせる 37）。

　次に収集した情報を元に，具体的な分析に入る。まず表 1は，得られた学

歴に関する情報を元に，最終進学歴を前近代教育機関（寺子屋・習字，漢塾・

私塾など）（Ⅰ），小学校・高等小学校（Ⅱ），中学校，各種専門学校（Ⅲ），

私立専門学校・高等商業学校等（Ⅳ），帝国大学・海外高等教育機関留学（Ⅴ）

の五つに分類してデータを提示したものである 38）。この表からもわかるよ

うに，富裕経済エリート層の教育歴は大きく二極化している。最大集団を構

成しているのはⅣのカテゴリーであり，全体の半数近くを占め，Ⅴも含める

と総数の 6割以上に達する。ただしⅠも全体の 4分の 1近くに達しており，

割合としては決して少なくはない。他方でⅡやⅢに分類されるグループは合
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算しても全体の1割をやや超える程度で少数派である。つまり，これらのデー

タは本稿のサンプル集団で高等教育を重視する傾向が強いことを窺わせるも

のとなっている。また，この結果は中学就学程度の学歴レベルに留まる地方

エリートのあり方とは乖離していたことをも示唆する 39）。

　そのことは，サンプルを出生年に従って再分類することによってさらに明

確なものとなる。表 1で示されているように，例えばⅠに属するサンプルは

1860 年以前出生者の場合実に 4分の 3近くを占めるが，その次の段階では

13％程度，そしてさらにその次は 3％と急激に減少している 40）。一方でⅣの

カテゴリーに属するサンプルは各時期区分で 9.7％→ 53.0％→ 65.2％と順調

に増加しており，Ⅴに関してもⅣほどではないものの 8.3％から最終的には

20％近くにまで上昇している。表 2で示されているように，Ⅰを除き他の学

歴レベルで多数派を構成するのは 1860 － 80 年までの出生者だが，サンプル

の出生年による偏りが大きな影響を結果に与えているとは考えがたい。従っ

てこの結果は，サンプル就学歴の前近代的教育機関から高等教育機関への急

激な移行を示すものとして捉えられる。その一方で，高等教育機関の希少性

表 1：経済エリート層の最終進学歴
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や特定地域への集中といった進学に当たって障壁と見なしうる条件の影響度

についても考察を加える必要がある。

　表 2はサンプルの出身地方県別に就学歴を再分類しているが，どの学歴

レベルにおいても圧倒的多数を占めるような地方は存在しない。Ⅰのレベ

ルに関しては，私塾，漢塾や藩校などの前近代的教育機関へのアクセスが

都市・地方を問わず可能であったことが分散傾向を示す大きな要因であろ

う 41）。ただし，ここでも故郷から遠方に赴いた事例も存在することは注目に

値する 42）。しかし，20 世紀初頭には東京や大阪など一部の府県に大半の高

等教育機関が集中したにも関わらず，そこには特定地方への高学歴者集中と

いう傾向は見られない。Ⅳのレベルでは，東京・大阪の出身者は 4分の 1を

やや越える程度であり，ⅤについてもⅣと同じ程度の数値にしかすぎない。

さらにたとえ，関東・関西の両地方の数値を合算しても，Ⅳ，Ⅴ共に全体の

表 2：出身地域別の分布
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6割に満たない。また個別のケースだが，既に明治二十年代には平民出身者

が中国・九州などの遠方から東京の私立専門学校に就学していたケースもあ

る 43）。つまり，少なくとも本稿サンプルの事例では，高等教育機関の希少

性が各地方の進学者の割合を左右する要因ではなかったことを窺わせる結果

となっている。

　加えて，資産家表の資産推定額に基づいてサンプルを分類した際の特徴も

指摘しておきたい。表 3で示されるように，全学歴レベルにおいて多数派を

占めるのは資産推定額 100 － 200 万円のカテゴリーに属する集団である。当

然ながら対象とした富裕商人・企業家層の中でもこのカテゴリーに属する

人々が多数派であるため，それが数値に反映されているに過ぎないという解

釈も可能である。確かにサンプルを各資産推定額別の分類に基づいて調査対

象人物中に占める割合を調査すると，100 － 200 万のカテゴリー中では 32％

程度なのに対して，200 － 500 万では 6 割程度，500-1000 万では 96.9％，

1000 万以上であれば 88.9％などと上位集団ほど判明率は高い。従って，資

産額の大小が教育歴を左右する可能性も否定はできない。だが，他方表 4で

示されている結果からは，資産面でより低位に属する集団がより教育に対す

る意識も強いという推測も成り立ちうる。特に高学歴と見なしうるⅣやⅤの

レベルでもこの集団が前者で 5割以上，後者で 3分の 1以上という多数派を

構成するということは，下位集団における教育意識の高さを窺わせるもので

ある。

表 3：推定資産別にみた各項目の割合
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　次に家族内の出生順位に基づいてサンプル分類を行なうと，52.7％が長男

である。それに対して次男，三男以下の場合は各カテゴリー共に 20％をや

や超えるに止まる 44）。ただし，長男と次男以下とを比較すると，次男以下

には養子の含まれる割合が高い。長男のケースでは全体の 8％程度と 1割に

満たないが，次男で約 47.8％，三男以下で 50％が養子で占められる。養子

である次男・三男以下の事例では，前者で 3分の 2近く，後者で 51％程度

が教育歴でⅣ及びⅤのレベルであることを考慮に入れると，高等教育歴が養

子縁組に際しての一つの指標になっていた可能性も指摘できる。

　ここで族籍と職業との検討に移るが，まず表 4によれば平民が全体の 4分

の 3以上に達し，士族出身者は 4分の 1に満たない。また，華族出身者は平

民の富裕商人に養子入りした 2ケースに限られる 45）。従って圧倒的多数派

は平民出身者であるものの，族籍や生年，さらに学歴などにより立ち入って

検討した場合幾つかの特徴が見出される。表 4が示すように，士族の場合学

歴レベルではⅠとⅤに集中する傾向が強い。つまり，Ⅰのカテゴリーに属す

る士族の圧倒的多数が 1860 年以前の出生者であること，さらにⅡやⅢに属

するサンプルが僅かであることなどを含めて考慮すると，士族層出身者は全

体的に学歴重視の傾向があったという解釈も成り立つ。しかし，表 4からも

明らかなように，平民層についても若干の違いがあるとはいえ士族層との差

は目立たない。従って，族籍による傾向の差はむしろ小さいといえるだろう。

表 4：族籍別にみた進学先の傾向
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　ただし職業別の分類からは明確な差がある。表 5はサンプルの職業区分別

に学歴の分類を試みているが，ここでは全学歴レベルで事業相続者タイプの

企業家・商人が多数派を占める。他には事業創業者系の企業家・商人がⅠ，

Ⅴで一定集団を構成し，会社重役もⅠ，Ⅳ，Ⅴで少なからぬ割合を占めてい

る。しかし，職業と族籍との関係により立ち入って考察を加えると，士族出

身者は事業相続系の集団で占める割合は小さいが，会社役員では全体の 4割，

事業創業者では全体の 3分の 2近くにまで達している。さらにこれら 2集団

におけるサンプルの学歴分布の特徴として，ⅠとⅤという両端のカテゴリー

に集中する傾向が強いことを指摘しておく必要がある。つまり，本稿の士族

出身者のサンプルからの分析では，明治維新以前ならば藩校などの士族向け

の教育機関などが重要であり，明治期以降にはそれが帝国大学などの高等教

育機関ネットワークへと移行したという傾向が見られる。このことは同時に，

家業系以外のサンプル事例では，学歴は成功上の一要因であったことをも示

唆する。これに対して平民層出身者では，全体の 72.7％が事業相続者タイプ

によって占められる。無論会社重役のケースでも平民出身者は 6割近くと集

団内の多数派ではあるものの，他集団は事業相続者の集団と比べて少数派で

あることに注意する必要がある。

　しかし全般的に見ると，本稿の調査対象人物中で高学歴者の占める割合

は大きくはない。無論，学歴が判明しているサンプルに焦点を合わせると，

表 5：職業別に見た進学先の分布
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Ⅳ・Ⅴの総計が全体の 62.5％に達するほど高い。しかしながら，学歴不明の

人物などを含めた調査対象人物中で高等教育機関での修学歴がある人物は，

Ⅳ・Ⅴの両カテゴリーを併せても全体の 3割に達さない。この結果は調査対

象人物の約半数が明治維新以前の出生であり，近代的学校制度設立の影響を

受ける前に成人したことを考慮に入れると当然の結果と解釈できるかもしれ

な い。

　このように，20 世紀初頭という時期ですら明治以降の急激な教育制度近

代化の影響は明確にせよ，本稿の調査対象人物中ですら高等教育機関への進

学者が圧倒的な多数派を構成したわけではなかった。それはまた，経済エリー

ト層に限らず，例えば衆議院議員や貴族院多額納税者議員の事例でも教育歴

の不明者が一定の割合を占めるということからも明らかである 46）。これら

の知見からも，官僚など高等教育歴がキャリア経験上重視される一部の職業

とは異なり，経済エリート層の間では学歴の向上は急激ではないという推論

も可能である。しかし，このような日本のケースを当時の工業・産業面での

先進国であるイギリスやドイツなどヨーロッパの事例と比較した場合，そこ

にはまた別の側面が浮かび上がる。

（2）ヨーロッパのケース̶イギリス・ドイツの事例

　第一に，専門学校や大学を含めた高等教育機関修了者の割合をヨーロッパ

の事例と比較すると，日本との間にはそれほど大きな差は見られない。例え

ば，ルービンステインのイギリス富裕企業家の調査によれば，1900 年代に

死去したサンプル中大学卒業者の占める割合は 20％にしかすぎない 47）。類

似の結果は他の研究でも示されており，ニコラスの英国企業家事典（DBB）

に基づく調査でも 1841 － 80 年に出生した DBB掲載人物のうち大学卒業者

は 29％に留まっており，1841 年以前の出生者のケースでの 14％よりも上

昇しているものの日本との差はきわ立ったものではない 48）。同様の結果は，

例えば 19 世紀後半のロンドン以外の地方企業家の調査によっても示されて

おり，この集団中大学進学者が占める割合は 13％にしかすぎない 49）。この
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ような結果は一方において，高等教育の重要性を過大評価できないことを示

唆する。しかし，これはあくまでも企業家層全体としての傾向であり，産業

分野別に見た場合別の傾向が見られることにも注意する必要がある。とりわ

け婚姻関係などを通じて貴族階級との社会的統合が強く見られたロンドンの

銀行家のケースでは，当時の上流階級の教育経路であるパブリック・スクー

ル，オックスブリッジへの進学が銀行家としてのキャリア形成の上で重要な

ルートを構成していた。その結果，銀行家（及び銀行重役）の教育歴で上記

のルートを進む人物は 1841 － 60 年出生者の 38％に達し，1861 － 80 年出生

者では 55％にまで上昇している 50）。だが，上記のエリートコースは産業関

連の企業家育成にはそれほど大きな役割を果たしてはいない 51）。

　第二にドイツにおいても，イギリス同様高等教育修了者が経済エリート層

中で占める割合は低い。富裕企業家層を対象としたオーガスタインの研究

では，サンプル 502 人中大学に進学した人物は 107 人と 21％程度にすぎず，

さらに大学卒業者は 56 名と進学者の半数程度である 52）。他の研究でも，大

学進学者に関しては類似の傾向を示しており，地方企業家の研究でも工科大

学・商科大学などを含めた高等教育機関への進学者は 24％に留まっている
53）。このような傾向は，富裕層のみならず企業家層全体として見られる特徴

でもあることは，その他の研究によっても指摘されている面である 54）。た

だし，全体的な傾向としてはイギリスに類似している面があるとはいえ，産

業別など別の区分で検討すると異なる特徴がみられることも指摘しておく必

要がある。一例を挙げると，ドイツではイギリスと比較して産業企業家の大

学進学率は高い数値を示している。イギリス側のケースでは産業関係大企業

会長経験者の大学進学率は 23.7％程度であるが，ドイツのケースでは同種の

集団内で 3分の 2が大学進学者と非常に高い割合を占めている 55）。

　以上のように比較の視点から修学歴を捉えると，幾つかの特徴が指摘でき

る。高等教育システムの連続性と非連続性という日本とヨーロッパを隔てる

特徴を考慮に入れても，高等教育暦保持者が占める割合は三国間に大きな違

いが見られない。ただし，進学率の低さの原因となる諸要因を考慮に入れる
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と，日本とヨーロッパ二国との間には明確な差が見られる。つまりヨーロッ

パでは大学進学者の社会階層的構造を原因とした文化・社会的要因が結果に

反映されていると推測されるのに対して，日本では文化インフラとしての教

育機関の未整備などの要因が進学歴にも大きく影響を与えているように思わ

れる。同時にとりわけ階級制度と特定産業分野との結びつきや，高等教育シ

ステムと階級制度との関連性がヨーロッパの事例と日本とを隔てる特徴であ

ることも比較の視点から見出される。つまりこのことは，各国の歴史的・社

会的条件などによっても進学率が左右されていることを示しているともいえ

るだろう。

4．学歴形成の一考察－高等教育機関進学の内実について

　前節では，経済エリート層の学歴分析とヨーロッパの事例との比較考察を

通じて，日本の経済エリート層には明治期以降学歴の面で急激な変化が見ら

れたものの，高等教育機関進学者は全体から見て少数派に留まっていたこと

を示した。また比較の視点から捉えた場合三国の高等教育履修者に数値上の

大きな違いは見られないものの，ヨーロッパの階級制度や教育制度の前近代

的特徴や，業種別に見た場合の傾向の差などから，異なる傾向が三国それぞ

れに示されていることを指摘した。しかし，前節で提示した内容はあくまで

も概観であり，進学先の傾向や進学後の履修専攻など具体的な内容には触れ

ていない。当節では，高等専門学校や帝国大学など高等教育機関への進学の

内実について，比較の視点を交えつつ分析を行う。

（1）進学先の選択について

　最初に考察すべき点は，これらの進学者が特定の教育機関へ集中したか否

かという点であろう。表 6は進学者の進学先についての情報をまとめたもの

であるが，表が示すようにここでは官僚層の供給源と化した帝国大学とは違

い，特定の学校が経済界への人材供給という点で圧倒的立場には立っていな
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いことを示唆する。仮にここで高等専門学校（Ⅳ）と帝国大学及び海外留

学（Ⅴ）という二つの集団に再分類したとしても，全体的な傾向には大きな

違いは見られない。学校別に見た場合，Ⅳのグループでは慶応義塾進学者が

29.8％と 3 割近くを占めており，同集団内で多数派を構成している。また，

次いで東京高商が 14.2％，東京専門学校（早稲田）が 11.3％となっているが，

これ以外に 10％を超える数値を示す学校はない 56）。Ⅴのグループでは，東

京帝大への進学者が 40％を占めており最大集団となっている。しかし，Ⅳ

とⅤとを合算した場合の各学校の割合は慶応義塾でも 22％程度に留まって

表 6：高等教育機関進学者の詳細
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おり，各グループで多数派を構成する学校でも 10％程度にすぎない。この

ことは結果的に，本稿で対象とする経済エリート層集団のケースでは，特定

の学閥の形成が見られないことを示唆する。ただし，例えばⅣのグループ内

で会社重役のデータだけを取り上げると，慶応への進学者は全体の 44.4％程

度になり，また東京高商も 27.8％を占めるなど，少数例とはいえ職種の差に

よって進学先が特定の学校に集中する傾向が見られることも事実であり，こ

の点については注意する必要がある。

　しかし，この観点からヨーロッパのケースと比較すると，そこには大きな

違いが見受けられる。まずイギリスに関しては，経済エリート層全般に特定

の教育機関への集中が見られるという点で日本とは大きく異なる。それは，

イギリスの経済エリート層の例に見られるオックスフォード・ケンブリッジ

両大学偏重の傾向である。これは産業別，地域別などの区分や分類と関係な

く共通した特徴となっている。事実，19 世紀より 20 世紀前半にかけての経

済エリート層の高等教育歴を分析した研究によると，両大学へと集中する傾

向は大学自体への進学者が少なかった 19 世紀前半ばかりではなく，大学進

学者が増加し新大学も設立されたこれ以降の時代においても一層強化されて

おり，いずれの時代でも調査対象の企業エリート層の 4分の 3以上が両大学

へと進学している 57）。この事実は，イギリスでは企業家や経済エリート層

の教育において学閥が大きな影響を与えていたことを窺わせる。

　このような経済エリート層内での学閥の形成は，ドイツや日本では見られ

ない傾向である。地主層などを含めたドイツ富裕層の教育歴の調査を一例と

して挙げれば，ボン，ベルリン，ライプツィヒ，チュービンゲンの 4大学へ

の進学者が占める割合は，最大値となった 1890 年代でも 38％とイギリスと

比較してその割合は小さい 58）。同様に，本稿のサンプル中の専門学校や大

学への進学者の学校選択に着目すると，慶応義塾や東京高等商業学校及び東

京帝国大学など幾つかの学校への集中が多少目立つものの，イギリスで見ら

れるような特定学閥の形成という状況からはかけ離れている。従って，ドイ

ツと日本の両国では一部大学への進学者の集中という状況は，イギリスに見
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られるような特定大学のみの圧倒的優位とは大きく異なることがわかる。し

かし，ドイツと日本は分散傾向が強い点で共通しているが，表 6が示すよう

に日本では私立の教育機関への進学者が多い点で，国立の高等教育機関しか

存在しないドイツとは大きく異なっていたことを指摘する必要がある。

（2）専攻の選択について

　以上のように進学先の教育機関という観点からは幾つかの興味深い事実を

指摘できるが，次に問題となるのは進学先での専攻選択である。多くの教育

学の先行業績で指摘されているように，明治以降の日本では実用的とされる

学問を主軸とした高等教育機関の設立が中心となっていた 59）。従ってこの

特徴自体は，日本において高等教育機関に進学した際の専攻の選択肢が実学

に偏る一大要因を構成する。事実，進学先における専攻の選択を調査した

表 7においても，それは明確に現れている。また同時に，表 6において示さ

れるような進学先の多様性は，専攻の選択の多様性とは全く結びついていな

いことも明らかにしている。表 7を見ればわかるように，圧倒的多数が選択

した学問領域は経済・商学や法律などの社会科学系の実学と見なしうる学

科であり，Ⅳのグループのケースでは 85％以上に達しており，Ⅴの集団で

も 64％と 3 分の 2近くになる。双方の集団において圧倒的な地位を占めて

いると解釈できるが，あえて 2集団内の違いを指摘するとすれば帝国大学進

学者が多数派であるⅤのグループでは法学専攻者の数が目立ち，これに対し

てⅣでは商学などビジネス上有用とみなしうる専攻に集中する傾向があるこ

とであろう。また同時にⅣとⅤのグループで異なる面は，他の実学とされる

専攻を選択したサンプルの割合に差が見られることである。とりわけそれは

工学専攻者の点で顕著であり，Ⅳでは 5％にも満たないのに対して，Ⅴでは

全体の 4分の 1近くを占める。しかし異なる点はあるにせよ，実学以外の専

攻者が少数派を占めるにすぎない，というのがⅣにせよⅤにせよ大きな特徴

となっていることは否定できないであろう。なぜなら，いずれのグループに

おいても哲学や文学などを専攻したケースは 10％にも満たないからである。
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ただし実学を専攻しても，専攻とその後生業とした事業との間の関連性が見

受けられないケースもあることには留意する必要がある 60）。

　以上のような数値は，日本における近代教育制度成立過程の特徴を反映し

たものだともいえるが，これをヨーロッパの事例と比較すると幾つかの点で

違いが見受けられるが，国による差異も大きいことに注意する必要がある。

例えば，イギリスの企業家・経済エリート層中大学進学者の専攻は人文科学，

法学やその他の専攻が多数派を構成し工学専攻者は少数派にすぎないのに対

して，ドイツでは法学や工学などの専攻に集中する傾向がある 61）。ドイツ

地方企業家の研究によれば，進学者中の 60.9％が工学や自然科学系の学部を

選択し法学部進学者も全体の 20％近くに達していた 62）。従って，ドイツの

場合経済エリート層全体の傾向として工学や法学など実学志向を強く持って

表 7：進学先における専攻選択
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いることが窺える。イギリスとドイツとの傾向にこのような違いが見られる

のは，ドイツの方がイギリスと比較して全般的に大学進学者が多いこと，自

然科学・工学の研究に割り当てられた予算が圧倒的にドイツの方が大きいこ

となど教育制度上の差による可能性が高い 63）。他方で，イギリスにおいて

工学教育に本格的に力を入れ始めたのは 19 世紀末になってからのことであ

り，そのことも経済エリート層の進学傾向に大きな影響を与えていること

も指摘しておく必要がある 64）。また，実学専攻の傾向が強いという点では，

ドイツは日本と共通している。それは本稿サンプル中の高等専門学校や大学

進学者の圧倒的多数が法学・商学や工学などの実学を専攻している点からも

明らかである。そして，日本における実学偏重も，ドイツと同様に近代的教

育システム整備において実学教育機関設立に力を注いだという歴史的経緯が

影響している 65）。

　ただし注意せねばならない点は，進学先と同様にヨーロッパの場合歴史的

経緯に加えて商業・サービス業や製造業，金融業などの業種の差によって，

進学傾向や学部や専攻の選択に大きな差が出てくることにある。例えばイギ

リスでは製造業者中に高等教育進学者が占める割合は相対的に小さく，対照

的に銀行業では高いことなどが多くの研究で指摘されている 66）。これは同

じ経済エリート層内部でも，業種によって社会的地位に大きな差があったこ

とを反映しており，同時にエリート教育と階級関係との結びつきが複合的な

影響を与えていることを証明する一要因である。そしてドイツの事例でも，

業種の差によって進学傾向に大きな違いが見られる。一例としては，銀行家

を対象とした場合銀行所有者・専門経営者を問わず法学専攻者の割合が高い

という，他の企業家集団には見られない特徴がある 67）。他の研究においても，

大学進学者である銀行家中法学専攻者が占める割合は高いことが指摘されて

おり，これはドイツの経済エリート層の進学歴における特徴の一つでもある

ともいえよう 68）。
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（3）入学後の選択について̶卒業か中退か

　このように，進学先や専攻選択という点からの三国の経済エリート層の比

較からだけでも類似点や相違点は明確に指摘可能である。また同時に，一見

共通して見えるパターンでも歴史的経緯や文化・社会的諸要因による違いも

見出されることは確かである。しかし，進学歴の多様性という点に着目した

場合無視できない要因として修学のパターン，つまり最終的に進学先を卒業

したのかあるいは何らかの形で中退を余儀なくされたのか，仮に中退したと

すればそこにどのような要因が働いているのか，などについての分析を試み

る必要もある。とりわけ，この点は経済エリート層という限定された集団に

すぎないとはいえ，近代日本における社会エリート層にとっての学歴の意義

やその浸透プロセスなどの再考察を伴うことになる。

　まず，高等教育機関へと進学したサンプル中で中途退学者の占める割合は，

Ⅳ（専門学校など）の学歴レベルで25.5％とサンプル中の4分の1以上に達し，

Ⅴ（帝国大学・海外留学）の学歴レベルでも 16％という数値を示している。

これを更に詳細に示したものが表 8である。この表は高等教育機関へ進学し

たサンプルについて，学校の全課程を修了したものの卒業試験を受けず卒業

しなかった修学者や中途退学者が占める割合をその後の職業選択に基づいて

示したものである。この表から明らかなように，職業選択によって修業者や

中途退学者の占める割合は大きく異なる。例えば，会社重役など専門経営者

のカテゴリーに属すると見なしうるサンプルには，中途退学の道を選んだ人

物は皆無である。この結果は，おそらく専門経営者の集団にとって最終学歴

が，その後のキャリア形成上重要な役割を果たしたことを反映しているもの

表 8：高等教育機関進学者中に含まれる中退者・修業者の割合
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と考えられる。また，会社重役も勤める地主との兼業タイプに関しても，中

退者の割合は比較的少ない。これに対して，会社や事業を創始したサンプル

や，親から事業や家業を相続したタイプに関しては中退者の占める割合は大

きい。特に家業相続者のケースではⅣの学歴レベルでは 3割以上，Ⅴの学歴

レベルでも4分の1近くが中途退学者によって占められていることがわかる。

これ以外のサンプルで家業相続者以上の数値を示す事例は絶対的なサンプル

数が少ないことを考慮に入れると，中途退学者の多さという点では家業相続

者のケースが際立っているともいえる。

　では，職業による差異はどのような状況の下で生まれたものだろうか。全

ての事例について詳細を調査することは不可能であるが，判明する事例に基

づいて中途退学の動機や内実を幾つかのグループに分類することは可能であ

る。最初に少数派であると推測できるものの，幾つかの高等教育機関の渡り

歩きをしながら結局学業を全うできなかった「高等遊民」的な事例も存在す

る。「資格表」の履歴で「・・・中学校商業学校早稲田専門学校慶応義塾等

ニ入学セシモ何レモ半途退学・・・」と書かれた滋賀の実業家下郷傳平は，

この事例に当てはまるものと考えられる 69）。公文書などの記述から，渡り

歩きないし「高等遊民」的な事例と見なしうるサンプルは，他にも存在して

いる 70）。これらの事例は，明治初期に見られた公的教育機関と漢塾・私塾

などとの渡り歩きと共通した性格を持つものとも推測しうる 71）。そしてこ

のような短期間の在学経験は，系統的な専門教育を受けるには不十分だった

と判断するほうが妥当である。そのことは当時における高等教育機関への進

学が，修学期間や内実に関わらず一種の「箔付け」として機能したことを示

唆するものでもある。

　次に，家庭内の事情など諸理由によって中退を余儀なくされたケースも存

在する。とりわけ，この事例は判明しているものを精査すると，家業を相続

したサンプルに見受けられることが多い。幾つかのパターンが指摘できるが，

例えば在学中に父親が死去したことで勉学の断念に追い込まれたケースがあ

る。伊勢商人であり東京で大店の紙商を営む小津清左衛門の事例などは，そ
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の典型的な例である 72）。このような当主の突然の死去という事情だけでは

なく，事業相続のために学業の中退を余儀なくされた事例は他にも見受けら

れる 73）。また，この他にも在学中の病気などを理由として学業を中断した

事例なども存在する 74）。上記のような事情で最終的に中退したケースは少

なからず存在したものと思われる。また，この種の事例が家業を相続したサ

ンプルによく見受けられる背景として指摘できることは，仮に中退を余儀な

くされたとしても，学業修了後に家業見習などの手段により実務経験を積む

という形でのオプションがこの集団内に存在していたことにある 75）。その

ことは必然的に，実業関連の専攻を優先する傾向が経済エリート層にあった

とはいえ，急な相続の事態が生じた際に学業修了と卒業の方が優先されるよ

うな傾向は，この時代には強くなかったことを示す。

　このような家業などの事情を背景とした中退とは別に，起業目的での中退

と解釈しうる事例も存在する。これは，とりわけ事業創業者サンプルの事例

に当てはまる。例えば，海運業者の勝田銀次郎は東京青山英和学校（現青山

学院）の高等科二年修業の後貿易店や海運業の陸揚代理店などに勤務した後

に海運会社を創業するというコースをたどっている 76）。この他の事例とし

ては，明治法律専門学校を中退した後に海運業に参入した山下亀三郎も同様

である 77）。ただし，起業目的の中退という事例にしても，上記のような独

立自営型ばかりではなく，例えば政治家であった兄の助けによって起業を成

功させた小寺荘吉のような事例もあることには注意する必要がある 78）。し

かし，起業系のサンプルでも中退後の実務経験やその他のサポートが大きな

役割を果たした点で，家業相続系の中退サンプルと共通点を持つという解釈

もできる。

　上記の事例に見られるような学業断念や中退の特徴は，おそらくは学業よ

りも家業見習などの実地の訓練や修行という形態のほうが，この時代の経済

エリート層にとって重要だったことを示すものだともいえる。しかし，Ⅴの

グループの中でも海外の高等教育機関へと留学した事例に関しては，先に述

べたものとはまた異なる特徴を示している。無論，海外留学が一種の箔付
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けとしての意味を持ち合わせていたと推測できるような事例は存在する 79）。

また，実際のところ遊学的な性格が強い留学の事例も当然ながら見受けられ

る 80）。しかし，海外留学のケースに関しては，幾つかの点に関して国内専

門学校や大学などの中退とは異なる特徴がある。第一の特徴として指摘でき

るものは，留学先の専門専攻によってパターンに差異が見られることである。

とりわけ，これは工学など理系の専門分野を専攻したサンプルに見られる現

象でもある。

　海外の先進的な技術や学問などを日本の産業育成に生かすための政府によ

る派遣ないし個人による留学という事例は，既に明治の初期から見られるパ

ターンでもある。本稿サンプル中でも，団琢磨や菊池恭三などはこれに当て

はまる 81）。このような目的意識を持って留学したと推測されうる事例に関

しては，学位の取得などよりも家業と関連する学問を修得するという傾向も

少なからず見られる。慶応義塾中退の後，ロンドンのロイヤル・カレッジ・

オブ・サイエンスで長期に渡り鉱山学，機械鉱治金学を学んだ藤田平太郎も

その例の一つとして指摘できる 82）。また古河虎之助のケースも，コロンビ

ア大学への留学は家業に関連する地質学，採掘学や治金学などの履修を目的

としたものでもあり，この点では先述の事例と共通している 83）。サンプル

中から取り上げた事例は決して多数派を構成するものではないが，しかし留

学目的が必ずしも進学先の全課程を終えて卒業することにはなく必要な知識

を得ることにあったことを示している点で，重要な示唆を与えているものと

思われる。

　これに対して，留学先での専攻が法学や商学などの社会科学系の実学で

あったケースでは，最終的に卒業したサンプルの方が多数派を構成してい

る。無論，先述の理系専攻履修者のものと同様に，必要だと見なす科目や学

問のみを専攻する目的があると推測されるケースも存在する。しかし，社会

科学系の専攻を留学先で選んだサンプル中卒業しなかった人物は 4分の 1程

度に留まっており，工学系専攻と比較して割合は小さいものである 84）。専

攻の差によって生まれた傾向の差は，理系の専攻の場合必要な科目のみを履
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修するだけでも帰国後の家業の経営などに役立つ性格を持っていたが，社会

科学系のケースでは全課程の修了ないし卒業の方がより優先されたという推

測も可能である。また，当時の留学が費用面でも高くつき，そのため何らか

の形での実績を残す圧力が親元からかけられた，ということも理由としては

成り立ちうる 85）。しかし，社会科学系の専攻を選んだサンプルにも，履修

した専攻とその後の事業活動との間にほとんど関わりがないケースもあるこ

とについては，注意する必要がある 86）。また，同時に海外留学のケースでは，

国内の高等教育機関を中退し海外での就学が優先されたと思しきケースも見

受けられることも指摘せねばならない 87）。

　以上述べてきたように，日本のケースでは中退者が少なからぬ割合を占め，

またその背後事情や要因などは個別のケースを見ただけでもかなりの多様性

を持っていたことが判明する。しかし，中退者が一定の割合で構成されるの

は日本に限らずヨーロッパのケースでも同様である。ドイツ大企業家層の研

究でも，大学進学者サンプル中 5割程度が学業を終えないままに中退してお

り，またサンプル中の専門経営者層に焦点を絞った場合でも中退者は 3分の

1程度を占める結果となっている 88）。ただし，中退者が少なからぬ割合を占

める背景として，大学における教育や環境が事業経営への関心を薄れさせる

ことへのリスクも指摘している点で，日本とは異なっていることにも注意を

払う必要がある 89）。イギリスの場合には中退者が占める割合については不

明点が多いものの，個別のケースをたどると父の病気により中退を余儀な

くされたなど日本と類似するような事例なども存在する 90）。また，大学教

育と実業見習が同時進行したケースなど，就学の際に別の形での多様性が見

られることにも留意すべきだろう 91）。そして，特に 19 世紀後半以降でも学

業より実業見習を通じた実地訓練が経済エリート層でも主流であり，教育修

了レベルにも影響を与えていることを指摘している点には注意する必要があ

る 92）。

　以上にみたような進学の内実は，本稿のサンプルのケースでもまた比較対

象のヨーロッパの事例にしても，近代期における直線的な進学者と高等学歴
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保有者の増加というイメージとはかけ離れた実像を示す結果となっている。

本稿のサンプルの場合，慶応や東京帝大など特定の学術機関への集中という

傾向は大きく見られるものではない。また実学への偏向という特徴にせよ，

中退者が少なからぬ割合を占めるという結果から捉えなおすと，学歴が商店

や家業の企業などにおける実地の実業見習よりも優先づけられていたかは疑

わしい。ただし，専門経営者であるか家業相続者かなどの差により学業修了

レベルに違いが見られることを考慮に入れると，本稿サンプルの傾向が結果

に大きく反映されている可能性も無視できない。それでもなお，この時代の

日本で経済エリート層という狭義の社会集団間でも，高等教育機関における

専門教育の受講がその後のキャリアを左右するほど大きな影響力を持ったの

かには，かなりの疑問の余地が残される。

　たとえ，20 世紀初頭という高等教育機関がまだ過渡的な発展段階に置か

れていた時代であったとしても，この時代学歴が経済エリート層において確

固とした位置づけを占めておらず，従ってその内容も個別に見た場合多様性

を持っていたということは注目に値する。そのことは一方で，たとえ実践的

教育に傾く傾向が強い教育制度上の背景があっても，高等教育機関が事業に

必須の専門知識を習得する場として十分認知されていないことを示してい

る。これは日本のケースに限らず，文化的・社会的要因が異なるとはいえ

ヨーロッパの事例でも同様のことが指摘できるであろう。また，他方で長期

的に見た場合学卒者であることが経済エリート層の中でも当然視されるよう

になったと推測するにせよ，変化のスピードは必ずしも高等教育機関の整備

のスピードと一致するものではない，と見なすこともできる。日本のケース

では，20 世紀前半の時点では過渡的なものとはいえ決定的な変化ではなかっ

たともいえるが，このことに関しては更なる検討が必要であろう。

5．おわりに

　本稿では，経済エリート層の中でもデータの収集が比較的容易いと推測で
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きる富裕層のケースに焦点を絞って，ヨーロッパとの比較も部分的に取り入

れながら近代の変動期における進学や学歴の実態をできるだけ実証的に明ら

かにすることを試みてきた。確実な情報の収集に限界があり，またもとより

数百人単位という限られたサンプルを対象とした一考察にしかすぎないが，

以上の分析を通じて得られた知見を元として，最後に近代日本の経済エリー

ト層における学歴形成の特徴について検討する。

　まず経済エリート層の学歴を検討して気づくことは，特に年代によってサ

ンプルの区分を試みた場合，漢塾や私塾などの伝統的教育機関から新たな教

育制度の下で設立された高等教育機関への急激な移行は確実に見られるもの

の，それが経済エリート層における学歴主義の急激な浸透を意味してはいな

いということである。このことは，とりわけ家業ないし親が経営する事業を

相続したサンプルの中に，かなりの割合で中退者が含まれることからも明ら

かである。無論中退の背後事情には様々な要因が働いていることは特に前節

で示した通りではあるが，これまでの分析の結果は少なくとも経済エリート

層全体に高等教育機関からの卒業がキャリア形成に欠くべからず条件である

という考えはなかったことを示唆する。ただし，会社重役などの専門経営者

層の学歴を検討した場合，親からの相続など経営資源などを持たないサンプ

ルにとって学歴はキャリア形成に重要であったとも推測が可能であり，この

点においては戦前期大企業では学卒者から雇用された専門経営者層の覇権

が確立されたという既存研究の結論と整合性を持つことも指摘せねばなら

な い。

　次に比較の観点から分析を試みた場合，社会的・文化的な要因だけでなく，

製造業，銀行などといった業種の差などによっても進学や専攻の選択などが

左右されることが示唆されている。このような幾つかの条件が重なりあった

結果として，例えばイギリスの銀行業のような上流階級の伝統的価値観など

と並存する形でエリート主義的な学歴主義の浸透があり，また専攻の選択に

おけるイギリスとドイツとの差となって現れているように思われる。また日

本のケースでは，とりわけ海外留学の事例で工学や自然科学を専攻するサン



̶  62  ̶

近代日本経済エリート層と高等教育歴の比較考察（中岡）

プルと法学・商学などの社会科学を専攻するサンプルとの間に修業パターン

の違いが見受けられるように思われるが，これについては別の形での更なる

考察が必要であろう。しかしながら，全般的にみると比較のために取り上げ

たイギリスやドイツにせよ，また日本にせよサンプル全体の高等教育機関進

学率は，特権的な立場に立つ階層のケースであっても高い数値を示している

とはいいがたい。また各国の中退などの事例が示しているように，日本以外

のケースでも学卒であるということが経済エリート層のキャリア形成にとっ

て必須条件ではなかったという推測もできる。従って，比較の視点からは要

因や条件は各国によって異なるものの進学の傾向などにおいて多くの共通点

も持つという結論も導き出せる。ただし，私学教育機関への依存度が高いと

いう点で，高等教育機関が国立であることが基本のイギリスやドイツとは

決定的に異なる特徴を日本が持っているということは無視できない事実で

あ る。

　そして学歴水準や学習機会などの分析から見えるものとして，次のような

ことが挙げられる。まず，学歴形成の多様性という観点から日本のケースを

捉えた場合，非系統的な学歴が大勢を占めていた移行期のサンプルと，学制

が整備された頃のサンプルとの間には大きな差が見られるのは間違いない。

事実，専攻選択という観点から後者を捉えた場合，実学への過度の傾倒が見

られることは比較の観点からも明白である。従って進学先を何らかの理由で

中退する，あるいは国内から海外の教育機関へと移動するなどの選択面での

多様性というものはあっても，それは移行期のサンプルに見られるような多

様性とは質を異にしていることを意味する。しかし，中退や必要な学問だけ

を留学で学ぶなどの行動パターンは，学歴主義が「制度化」されたといえる

ほど強固に確立していたわけではないことを他方で示している。

　このように，経済エリート層の教育歴は高等教育進学や修了などという点

から分析を試みても，専門経営者などの会社重役の集団を除けば学歴主義的

な秩序が支配的であったとは言いがたいものがある。とりわけサンプル中の

多数派を構成する集団が事業や家業を相続できるような特権的な立場である
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こと，また商店や親の経営する企業での実地訓練が大きな意味を持っていた

ことなどが，彼らを例外的な存在にした可能性も指摘できる。これに加えて，

企業職員層についての研究の多くが指摘すること，つまり学卒者の選抜が時

代を経るに従って入社・入職資格の条件と化していったということと合わせ

て考えると，その特権的な立場ゆえに学歴主義の浸透が他の階層と異なる形

を取り，それによって階層間による学歴主義の質の差が生まれたという仮説

を提示することも可能である。しかし，階層差による学歴主義化のプロセス

の違いについての本格的な分析は，本稿の課題とするところを大幅に超える

ものである。
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